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Ⅰ．はじめに  

  地方公共団体の会計では、予算の適正かつ確実な執行に資する単式簿記・現金主義会計が採

用されていますが、資産や借金（負債）などの状況（ストック情報）、現金の移動を伴わない

減価償却費や引当金等のコスト情報の不足が指摘されていました。 

そこで、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主

義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償

却費等））を住民や議会等に提供するため、複式簿記・発生主義会計に基づく統一的な基準に

よる財務書類を導入しています。 

 

Ⅱ．財務書類について  

１．地方公会計制度 

地方公会計制度では、これまで「新地方公会計制度研究会報告書」等に示す「地方公共団体

財務書類作成にかかる基準モデル」(以下「基準モデル」という。)「地方公共団体財務書類に

かかる総務省方式改訂モデル」(以下「改訂モデル」という。)を活用し、公会計の整備推進に

取り組むことが求められていました。 

本市では、平成20 年度決算から「改訂モデル」による財務書類の作成、公表を行ってきまし

た。 

このような中、財務書類の作成方式には、「改訂モデル」「基準モデル」のほか「東京都方

式」など、複数の方式が混在し、自治体間の比較が難しい等の課題もあったため、平成27 年１

月の「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務省通知）」により、全ての地

方公共団体に対して、原則として平成27 年度から平成29 年度までの３年間で「統一的な基準

」による財務書類の作成をするよう要請があったところです。 

本市もこの要請を受け、平成28 年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成して 

  います。 

 

２．「改訂モデル」から「統一的な基準」への変更 

 (1)特徴 

  「統一的な基準」では、以下の特徴があります。 

項  目 従  前 統一的な基準 

複式簿記の導入 総務省方式改訂モデルでは決算統計デー

タを活用して財務書類を作成 

発生都度（日々）又は期末一括で複式仕訳

をすることで財務書類を作成 

（本市は期末一括仕訳） 

固定資産台帳の整備 総務省方式改訂モデルでは固定資産台帳

の整備がされていない 

（公有財産台帳により管理し、取得価

額、耐用年数等はない） 

固定資産台帳を整備することで個々の資産

の取得価額、耐用年数を管理でき、公共施

設等のマネジメントにも活用可能（固定資

産台帳を整備し、道路などのｲﾝﾌﾗ資産の計

上及び再評価により資産が増加） 

比較可能性の確保 基準モデルや総務省方式改訂モデル、そ

の他の方式といった複数の方式が存在

（自治体間の比較が困難） 

統一的な基準による財務書類を作成するこ

とで自治体間での比較が可能 
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(2)対象資産の範囲の変更 

  公有財産台帳は、建物、土地及び備品等を中心に計上していましたが、固定資産台帳は、 

道路などのインフラ資産を含め、すべての固定資産を計上しています。 

 

(3)固定資産の評価基準の変更 

【土地】 

固定資産のうち、道路などの土地について、「改訂モデル」では取得原価で資産計上して

いました。「統一的な基準」では、取得原価で資産計上しますが、昭和 59 年度以前に取得し

たものや、昭和 60 年度以降の取得であっても取得原価が不明なものについては、再調達原価

で計上します。また、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地の簿価は原則として備

忘価額１円で計上します。 

※再調達原価とは、対象の不動産を仮にもう一度建築・造成した場合にかかる費用 

【建物・工作物等】 

一般会計等の建物や道路、公園などの工作物等について、「改訂モデル」では取得原価を基

に減価償却を行ってきましたが、「統一的な基準」では、原則として取得原価ですが、昭和59

年以前に建設された建物は、再調達原価で再評価し、減価償却を行います。 

 

(4)その他の主な変更 

・財務書類の作成において４表方式と３表方式（行政コスト計算書と純資産変動計算書を結

合）の選択制導入（本市は４表方式を採用）） 

⇒行政コスト計算書及び純資産変動計算書は、別々の計算書としても、結合した計算書とし
ても、行財政の効率化を目指す際に不可欠な情報を提供可能 
 

・貸借対照表における区分や勘定科目等の見直し（有形固定資産の目的別区分→土地、建物、

工作物など） 

⇒地方公共団体は、一般的に固定資産や固定負債の占める割合が大きいため、固定性配列法
が採用され、国の財務書類等の基準では資産の種類ごとに区分 
 

・行政コスト計算書における臨時損失・臨時利益の区分追加 

⇒経常的な行政コストと臨時的に生じた損失・利益を区分 

 

・純資産変動計算書の内訳の簡略化（固定資産台帳の財源情報を任意に） 

⇒過去に取得した資産に関する正確な財源情報の収集の困難性、及び事務負担の軽減を考慮 

 

・資金収支計算書において、従前の経常的収支・資本的収支・財務的収支の区分を、業務活動

収支・投資活動収支・財務活動収支に変更 

⇒区分ごとの支出と財源の対応関係の表示から活動区分別の表示に変更       など 
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３．公会計情報の活用 

  貸借対照表等の財務書類については、これまで基準モデルや総務省方式改訂モデル等により、

ほとんどの自治体で作成されていましたが、財務書類を予算編成や行政評価等に積極的に活用

している自治体は一部に限られている現状です。 

このような状況の中、今後統一的な基準による財務書類等を、予算編成や行政評価等に積極

的に活用していくことが期待されていることから、本市においても以下の基本方針のもと、 

財務書類の基礎データである公会計情報の積極的な活用を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積極的な情報公開 

【基本方針】 

○現在の歳入歳出決算では把握しにくい、ストック情報・コスト情報を補い、新たな切り口により課題を 
見つけ出す。 

○公会計情報を行財政改革やアセットマネジメントに活かすなど、様々な活用方策を検討し、課題を 
解決していく。 

公会計制度の各データを検証し、行政サービスに係るコストを市民に分かりやすく示すとともに、コスト

の経年比較などを行い、今後の財政運営に活用していきます。 

 高度経済成長期等に集中整備した公共施設の保全・更新需要が増大する中、公会計データを参考

に、計画的なマネジメントを推進する。 

①基本データの統一 

 「施設カルテ」の基本データと公会計情報（財務及び固定資産データ）の統一を図る。 

⇒客観性、信頼性の確保 

行財政改革への活用 

アセットマネジメントへの活用 

本市の財政状況を検証・分析するほか、自治体間比較を行うことで行財政運営に係る課題等を見直す
ことができる。 

①わかりやすい資料の作成  

 公会計情報を活用して、わかりやすい財務書類やＩＲ資料を作成し市民や投資家に情報開示する。 

⇒財政状況の見える化促進 

(1) 

(3) 

(2) 
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４．財務書類作成の基礎条件 

  本市では、統一的な基準に基づき、以下の条件で作成しています。 

 (1)対象会計 

  一般会計等（普通会計）を対象に作成しています。本市の一般会計等は以下の６会計です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)対象年度 

   令和元年度（作成基準日：令和2年3月31日） 

   なお、出納整理期間（令和2年4月1日～令和2年5月31日）における出納については、基準

日までに終了したものとして取り扱います。 

 

 (3)基礎数値 

   令和元年度歳入歳出データ及び令和元年度末固定資産台帳データを基礎数値としていま

す。 

 

 (4)減価償却 

   土地を除く有形固定資産については、7.耐用年数表（27ページ）により定額法で減価償

却を行っています。 

 

 (5)その他 

   本資料中の数値は、原則として計数ごとに四捨五入で表示しており、各表中の数値とそ

の内訳の合計値とは一致しない場合があります。また、減数又は負数は「△」で表示して

います。 

   人口は、各年度末の住民基本台帳人口（外国人含む）により算定しており、 

令和元年度末：696,367人、平成30年度末：699,946人を使用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①一般会計 

②電気事業経営記念基金会計 

③土地区画整理清算金会計 

④母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 

⑤公債管理事業会計 

⑥静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 
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５．財務書類４表とは 

財務書類には次の４種類があり、下図のとおり相関関係があります。従前の市の会計方式 

（現金主義・単式簿記）ではあらわしにくい資産や負債の状況や行政サービスにかかるコスト

などを、企業会計的手法により作成した書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産 

（現在保有している財産） 

1 固定資産 

（市民が所有する行政サービ

スを提供するために必要な資

産（土地・建物など）や他団

体への出資金、貸付金、今後

の財政運営に必要な基金な

ど） 

 

2 流動資産 

（現金や預金など） 

 

うち現金預金   

負債 

（将来世代の負担） 

1 固定負債 

（負債のうち、１年を超え

て支払期限が到来するもの

で、資産を取得するために

借入れた地方債や市職員の

退職手当引当金など） 

2 流動負債 

（負債のうち、１年以内に

支払期限が到来するもの

で、地方債や市職員の賞与

等引当金など） 

 

 経常費用（資産形成に結びつかない経常的なコスト）  

業務費用                
・人にかかるコスト（人件費、退職手当など）     

・物にかかるコスト 

（行政サービスに必要な物品購入、減価償却など）   

・その他にかかるコスト（地方債の利子など）     

移転費用 
（保険・福祉サービスなどの提供に係る給付金、他団体

への補助金など）  

 

経常収益(行政サービスの直接的な対価)      

 

純経常行政コスト             

 

臨時損失（災害復旧事業費、資産徐売却損など）   

 

臨時利益（資産売却益）            

 

純行政コスト（市税等の財源が賄うべきコスト） 

純資産 

（現在までの世代の負担） 

 

 

 

業務活動収支 
（日常の行政活動にかかる資金収支） 

 

投資活動収支 
（投資・出資、基金の積立て等にかかる資金収支） 

 

財務活動収支 
（地方債の発行・償還等にかかる資金収支） 

 

本年度資金収支額 ① 

前年度末資金残高 ② 

     本年度末資金残高 ③（①＋②） 

   本年度末歳計外現金残高 ④ 

本年度末現金預金残高 ⑤（③＋④） 

 

 

 

 

  

 

前年度末純資産残高 

 
純行政コスト 

 

財源（税収等、国県等補助金） 

 
固定資産等の変動 

 
資産評価替等 

 
本年度末純資産残高 

＝ 

＋ 

― 

○貸借対照表 
貸借対照表は、年度末の時点で、市が所有している資産（土地・建物）にどのようなものがあり、その資産

をどんなお金（財源）で取得したかを金額で表しているものです。 

○行政コスト計算書 
行政コスト計算書は、市民サービスを提供するために使った費用（コスト）と、その対価として得た使用料

などの収益を集計し、費用と収益の差額を表します。 

○純資産変動計算書 
純資産変動計算書は、「貸借対照表」の「純資産」について、１年間でどのように増減したかを表します。 

「純資産」は、資産形成のために現在までの世代が負担してきたもので、具体的には、市税などの税収等や 

資産を取得するため国や県から歳入した補助金など返済の必要がない実質的な資産です。 

○資金収支計算書 
資金収支計算書は、１年間のすべての行政活動にかかるお金（資金）の出入り（収支）を、「業務活動収

支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に分けて表しているものです。 

貸借対照表 行政コスト計算書 

資金収支計算書 純資産変動計算書 

＝ 

＋ 

＋ 

＝ 

＝ 

＋ 

＋ 

＋ 

― 

― 
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Ⅲ．一般会計等の財務書類  

１．一般会計等の財務書類の概要 

 

 

 

 

 

 

 

業務活動収支         113億円 

 

投資活動収支         △165億円 

 

財務活動収支             51億円 

 

本年度資金収支額 ①      △1億円 

前年度末資金残高 ②       82億円 

本年度末資金残高 ③(①＋②) 81億円 

本年度末歳計外現金残高 ④  19億円 

本年度末現金預金残高 ⑤(③＋④)100億円 

 

 

 

 

  

 

前年度末純資産残高      1兆2,282億円 

 
純行政コスト         2,620億円 

 

財源           2,558億円 

 
資産評価差額          △9憶円 

 
無償所管換等         421億円 

 
本年度末純資産残高    1兆2,632億円 

資産 

１兆8,217億円 

1 固定資産 

１兆7,941億円 

2 流動資産 

276億円 

 

 

 

うち現金預金 100億円 

負債 

5,585億円 

1 固定負債 

4,997億円 

2 流動負債 

588億円 

 経常費用         2,770億円 

業務費用           1,567億円 
・人にかかるコスト          754億円 

・物にかかるコスト         766億円 

・その他にかかるコスト        47億円 

移転費用（移転支出的コスト） 1,203億円 

 

経常収益           165億円 

 

純経常行政コスト      2,605億円 

 

臨時損失           16億円 

 

臨時利益            1億円    

 

純行政コスト        2,620億円 

純資産 

 

1兆2,632億円 

＝ 

＋ 

― 

資産：1 兆 8,217 億円 負債：5,585 億円 純資産：1 兆 2,632 億円 経常行政コスト：2,605 億円 

純資産比率：69.3％ 将来世代負担比率：15.7％ 受益者負担比率：6.0％ 
 
市民一人当たりの資産262万円 負債80万円 
※『貸借対照表』の数値を、令和2年3月31日現在の住民基本台帳人口 696,367人（外国人を含む）で除して算出 

貸借対照表 行政コスト計算書 

資金収支計算書 純資産変動計算書 

＋ 

＋ 

＝ 

＋ 

＋ 

【貸借対照表の見方】 

・次世代に引き継ぐ資産額⇒１兆 8,217 億円 

・次世代の負担となる負債額⇒5,585 億円 

【行政コスト計算書の見方】 

・１年間の経常的な行政サービスにかかったコスト 

 ⇒2,605 億円 

・受益者負担により賄われたコスト⇒165 億円 

【資金収支計算書の見方】 

・１年間の資金の変動額⇒ 1 億円 

【純資産変動計算書の見方】 

・純資産の変動額⇒ 350 億円 

＝ 
+

 

＝ 

― 

― 
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２．貸借対照表 

（１）本年度貸借対照表の状況                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（借方）                     （貸方）            （単位：億円） 

科目(借方) 
R1末 

A 

H30末 

B 

増減 

A-B 
科目(貸方) 

R1末 

A 

H30末 

B 

増減 

A-B 

固定資産 17,941 17,498 443 固定負債 4,997 4,873 124 

有形固定 
資産 

16,860 16,822 38 地方債(※2) 4,277 4,124 153 

事業用 
資産 

6,853 6,841 12 
退職手当 
引当金 

591 613 △22 

インフラ 
資産 

9,921 9,904 17 その他 129 136 △7 

物品 86 77 9 流動負債 588 608 △20 

無形固定 
資産(※1) 

54 5 49 
１年以内 
償還地方債 
(※2) 

494 522 △28 

投資その他
の資産(※2) 

1,027 671 356 
賞与等 

引当金 
59 56 3 

流動資産 276 265 11 その他 35 30 5 

現金預金 100 101 △1 負債合計 5,585 5,481 104 

基金 154 153 1     

その他(※2) 22 11 11 純資産 12,632 12,282    350 

資産合計 18,217 17,763 454 合計    

※１ 地上権等を非償却資産に変更しました。 

※２ 公営企業会計への出資金を見直したこと等により、資産の「投資その他の資産」が369億円、「その他」 

が４億円、負債の「地方債」が56億円増加しました。 

 

①  資産の部  

  ア 「事業用資産」は、インフラ資産以外の資産（庁舎や学校など）で構成されていま

す。 

   イ 「インフラ資産」は、道路や河川、港湾、公園、防災施設の様にシステムまたはネ

ットワークの一部であること、性質が特殊で代替的利用や移動ができないなどの特徴

を有する資産で構成されています。 

   ウ 「無形固定資産」は、ソフトウェアや地役権等の無体財産で構成されています。 

   エ 「投資その他の資産」は、外郭団体等に対する出資金や基金などで構成されていま

す。 

資産合計は1兆8,217億円、負債合計は5,585億円で、純資産合計は1兆2,632億円
となりました。 
「借方」では、「事業用資産」が海洋文化施設整備に関連する用地の取得などに

より12億円増加したことや、「インフラ資産」が道路の開通などにより17億円増加
したことなどにより、資産合計は前年度と比較して454億円増加しました。 
「貸方」では、「地方債（１年以内償還地方債含む）」が臨時財政対策債の増な

どにより125億円増加する一方、「退職手当引当金」が現員現給などに伴い22億円
減少したことで、負債合計が前年度と比較して104億円増加しました。 
その結果、「純資産合計」は前年度と比較し350億円の増加となりました。 
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   オ 「流動資産」は、現金預金や税等の未収金などの債権で構成されています。 

 

 

②  負債の部  

   ア 「固定負債」は、地方債や未払金のうち、翌年度に支払う額を除いたものや退職手

当引当金などで構成されています。 

   イ 「流動負債」は、地方債や未払金のうち、翌年度に支払う額や賞与等引当金などで

構成されています。 

 

 

      

 

学校、庁舎、文化

施設、清掃施設、公

営住宅などの事業用

資産（38％）と道路

などのインフラ資産

（54％）を合わせる

と全体の92％とな

り、本市の資産の大

部分を占めていま

す。 

 

負債の約 86％を、

市債（地方債及び  

1 年以内償還地方

債）が占めていま

す。 

負債の構成 

資産の構成 
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（２）市民一人あたりの貸借対照表                      

貸借対照表を市民一人あたりに換算すると、資産合計は前年度と比べ7万8千円増加した

ため261万6千円となり、負債合計は前年度と比べ1万9千円増加したため80万2千円となり

ました。その結果、純資産合計は5万9千円増加しました。 

                     （単位：万円） 

                                

（３）有形固定資産の行政目的別割合                      

有形固定資産（※１）の行政目的別割合は、有形固定資産合計に対する各行政目的別

分野の資産割合を表します。 

有形固定資産は、「生活インフラ・国土保全（※２）」が全体の62.5％と最も高く、

次に学校や文化・スポーツ施設等の「教育」が20.2％と高くなっています。また、有形

固定資産に対する減価償却費の割合は、前年度が66.8％、本年度が67.2％と前年度と比

べ0.4％増えております。                                                          

（単位：億円） 

行政目的別分類 

 

金額（構成比） 左記有形固定資産に対す

る減価償却費の割合 

（※３） 
令和元年度 

生活インフラ・国土保全 10,536  

 （62.5%） 59.8（%） 

教育 3,399  

 （20.2%） 64.9（%） 

福祉 365  

 （2.2%） 53.5（%） 

環境衛生 421  

 （2.5%） 53.6（%） 

産業振興 884  

 （5.2%） 87.4（%） 

消防 248  

 （1.5%） 64.8（%） 

総務 1,007  

 （6.0%） 50.0（%） 

計 16,860  

 （100.0%） 67.2（%） 

※１ 貸借対照表の「固定資産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」、「投資その他の資産」に分けら 

れます。「有形固定資産」とは、土地や建物のように実体のある資産で、長期（１年以上）にわたり事業 

に使用する目的で保有する資産をいいます。 

※２ 「生活インフラ・国土保全」は、道路、河川、区画整理、公営住宅、公園などをいいます。 

※３ 「有形固定資産減価償却率」とは、有形固定資産のうち建物などの償却資産について、耐用年数に 

対して資産の取得からの経過度合を表す指標を記載しています。 

比率が高いほど施設の減価償却が進んでいることを意味し、老朽化が進んでいるといえます。 

資産 
R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

負債・ 

純資産 

R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

固定資産 257.6 250.0 7.6 固定負債 71.8 69.6 2.2 

    流動負債 8.4 8.7 △0.3 

流動資産 4.0 3.8 0.2 負債合計 80.2 78.3 1.9 

資産合計 261.6 253.8 7.8 
純資産 
合計 

181.4 175.5 5.9 
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（４）将来世代負担比率 

将来世代負担比率とは、社会資本の整備の結果を示す有形・無形固定資産合計に対する

負債の割合で、将来世代の負債の負担割合を表します。この比率が小さいほど将来世代の

負担が少なくなります。前年度に対して大きな増減は見受けられませんでした。 

 

（単位：億円） 

項 目 
R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

有形・無形固定資産合計 （Ａ） 16,914 16,827 87 

地方債 ※１  （Ｂ） 2,658 2,625 33 

将来世代負担比率 

（Ｂ）／（Ａ） 
15.7(%) 15.6(%) 0.1(%) 

※１ 臨時財政対策債などの固定資産等の整備の財源とならないものを除く。 
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３．行政コスト計算書 

 

（１）本年度行政コスト計算書の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

科 目 
R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 
科 目 

R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

① 経常費用   2,770 2,609 161 ② 経常収益 165 147 18 

業務費用 1,567 1,426 141 
使用料及び
手数料 

84 88 △4 

人件費 754 689 65 その他 81 59 22 

物件費等 766 678 88 ③ 臨時利益 1 3 △2 

その他の 
業務費用 

47 59 △12     

 移転費用 1,203 1,183 20 
純行政 
コスト 

2,620 2,478 142 

③ 臨時損失 16 19 △3     

 

 

① 経常費用  

ア 「人件費」は、人にかかるコストで、主に職員給与費、賞与等引当金繰入額、退職手当

引当金繰入額で構成されています。 

  イ 「物件費等」は、物にかかるコストで、主に物件費、維持補修費、減価償却費で構成

されています。 

  ウ 「その他の業務費用」は、主に支払利息、徴収不能引当金繰入額で構成されています。 

  エ 「移転費用」は、保険・福祉サービスなどの提供に係る給付金、他団体への補助金な

ど移転支出的コストで、主に補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金で構成され

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常費用は2,770億円で前年度と比べ161億円の増加となりました。これは、主に、

令和２年度以降の職員の退職手当の支給に備えるために退職手当引当金繰入額が増加

したことなどにより「人件費」が65億円、減価償却費の増などにより「物件費等」が

88億円、私立こども園等に対する給付費などの増により「移転費用」が20億円増加し

たことによるものです。 

一方、経常収益は前年度と比べ18億円増加し、臨時利益は１億円減少しました。 

その結果、純行政コストは2,620億円となり、前年度と比べ142億円増加しました。 
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②経常収益  

  ア 「使用料及び手数料」は、公共施設の利用等の使用料や証明書の発行手数料などで構

成されています。 

  イ 「その他」は、利子や財産収入などで構成されています。 

 

③臨時損失・臨時利益  

  ア 「臨時損失」は、災害復旧事業費、資産除売却損などで構成されており、「統一的な 

基準」より新たに設けられた区分です。 

  イ 「臨時利益」は、資産売却益などで構成されており、「統一的な基準」より新たに設 

けられた区分です。 

 

 

（２）市民一人あたりの行政コスト計算書                    

本年度は前年度と比べ、純行政コストが127億円増加したことに伴い、市民一人あたりの

行政コストが2万2千円増加しました。 

 

 （単位：万円） 

項 目 
R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 
科 目 

R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

経常費用   39.8 37.3 2.5 経常収益   2.4 2.1 0.3 

業務費用 22.5 20.4 2.0 
使用料及び 
手数料 

1.2 1.2 0.0 

人件費 10.8 9.9 0.9 その他 1.2 0.9 0.2 

物件費等 11.0 9.7 1.3 臨時利益 0.0 0.0 0.0 

その他の 
業務費用 

0.7 0.8 △0.2     

 移転費用 17.3 16.9 0.4 
純行政 
コスト 

37.6 35.4 2.2 

臨時損失   0.2 0.2 0.0     
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（３）行政分野別の状況 

 

 

 

 

 

 

 (単位：億円) 

項目 総額 
生活 

ｲﾝﾌﾗ 
教育 福祉 

環境 

衛生 

産業 

振興 

消防 

総務 

その他 

 人件費 754 38 352 91 47 15 91 120 

 物件費等 766 233 142 50 128 109 32 72 

 
その他の 
業務費用 

47 0 0 7 2 0 0 38 

  移転費用 1,203 94 42 882 131 31 3 20 

R1 経常費用Ａ 2,770 365 536 1,030 308 155 126 250 

 （構成比率） 100% 13% 19% 37% 11% 6% 5% 9% 

 経常収益Ｂ 165 23 4 43 27 9 25 34 

 （構成比率） 100% 15% 2% 26% 16% 5% 15% 21% 

 
純経常行政 

コストＡ－Ｂ 
2,605 342 532 987 281 146 101 216 

（分野ごとの前年度比較） 

H30経常費用Ｃ 2,609 315 471 1,013 298 147 122 243 

R1－H30（Ａ-Ｃ） 161 50 65 17 10 8 4 7 

H30経常収益Ｄ 147 21 3 37 25 7 21 33 

R1－H30（Ｂ-Ｄ） 18 2 1 6 2 2 4 1 

行政コストを行政分野別に見ると、「福祉」が最も多く、全体の37％（1,030億円）を占め

ており、次に、「教育」の19％（536億円）となっています。 
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（４）受益者負担比率 

経常費用に対する経常収益の割合を受益者負担比率といい、受益者（市民）が経常費用に

対して直接負担している割合を示しています。 

本年度の受益者負担比率は、6.0％となり、前年度に対し0.4ポイント増加しました。 

なお、平均的な受益者負担比率は2～8％と言われています。 

（単位：億円） 

項目 総額 
生活 

ｲﾝﾌﾗ 
教育 福祉 

環境 

衛生 

産業 

振興 

消防 

総務 

その他 

 経常費用Ａ 2,770 365 536 1,030 308 155 126 250 

R1 経常収益Ｂ 165 23 4 43 27 9 25 34 

 

受益者負担 

比率 

（Ｂ／Ａ）① 

6.0% 6.4% 0.7% 4.2% 8.8% 5.6% 19.9% 13.7% 

 経常費用Ａ 2,609 315 471 1,013 298 147 122 243 

H30 経常収益Ｂ 148 21 3 37 25 7 21 33 

 

受益者負担 

比率 

（Ｂ／Ａ）② 

5.6% 6.6% 0.7% 3.7% 8.5% 4.7% 17.5% 13.6% 

①－② 0.4% △0.2% 0.0% 0.5% 0.3% 0.9% 2.4% 0.1% 

 

 

 

 

 

 

使用料及び手数料などで賄うことができ

ない純行政コストは、税収等や国県等補助

金など財源を充当しています。 

臨時的な要素を除いた経常費用 2,770 億

円の内訳は、社会保障給付などの移転費用

が 1,203 億円、減価償却費を含む物件費等

が 766 億円、人件費が 754 億円などとなっ

ており、移転費用が全体の 43％で一番大

きな割合を占めています。 

行政コストの構成 
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４．純資産変動計算書 

（１）本年度純資産変動計算書の状況                         

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

科目 
R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

前年度末純資産残高 ① 12,282 12,238 44 

 １．純行政コスト △2,620 △2,478 △142 

 ２．財源 2,558 2,517 41 

税収等 1,873 1,853 20 

   国県等補助金 685 664 21 

３．本年度差額（１＋２） △62 39 △101 

４．固定資産等の変動（内部変動） － － － 

５．資産評価差額 △9 － △9 

  ６．無償所管換等 421 5 416 

本年度純資産変動額②   

      （３＋４＋５＋６） 
350 44 306 

本年度末純資産残高（①＋②） 12,632 12,282 350 

 

① 「純行政コスト」は、行政コスト計算書の収支差額である純行政コストと連動します。 

② 「財源」は、地方税、地方交付税及び地方譲与税等の税収等と国県等補助金で構成さ

れます。 

③ 「固定資産等の変動」は、有形固定資産等の増加と有形固定資産等の減少などで構成

されます。 

ア 有形固定資産等の増加は、有形固定資産等の形成による保有資産の増加または形成の

ために支出した金額で構成されます。 

イ 有形固定資産等の減少は、有形固定資産等の減価償却費相当額及び除売却による減少

額などで構成されます。 

④ 「資産評価差額」は、基金として保有する有価証券の評価差額等で構成されます。 

⑤ 「無償所管換等」は、無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等で構成されます。 

 

 

 

 

 

 

本年度末純資産残高は１兆2,632億円となり、前年度と比べ350億円増加しました。 

これは、主に、国県等補助金などの財源や無償所管換等が増加したことなどによるもので

す。 
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（２）純資産比率                       

負債・純資産合計に対する純資産の割合を純資産比率といい、この割合が高いほど負債

が少なく、財政状態が健全であると言えます。地方公共団体では一般的に60％程度が標準

と言われています。 

純資産比率は、前年度に対して0.2％増加しました。これは分子となる純資産が増加し

たことなどによるものです。 

                                  

（単位：億円） 

項 目 R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

負債・純資産合計 （Ａ） 18,217 17,763 454 

純資産合計    （Ｂ） 12,632 12,282 350 

純資産比率  （Ｂ／Ａ） 69.3(%) 69.1(%) 0.2(%) 
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５．資金収支計算書 

（１）本年度資金収支計算書の状況                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

科  目 
R1 

A 

H30 

B 

増減 

A-B 

業務支出 Ａ 2,512 2,403  109 

業務収入 Ｂ 2,638 2,556 82 

臨時支出 Ｄ 13 0 13 

臨時収入 Ｅ - - - 

１ 業務活動収支 Ｆ（Ｂ－Ａ＋Ｅ－Ｄ） 113 153 △40 

投資活動支出 Ｇ 371 376 △5 

投資活動収入 Ｈ 206 205 1 

２ 投資活動収支 Ｉ（Ｈ－Ｇ） △165 △171 6 

財務活動支出 Ｊ 539 509 30 

財務活動収入 Ｋ 590 542 48 

３ 財務活動収支  （Ｋ－Ｊ） 51 33 18 

本年度資金収支 Ｍ（Ｆ＋Ｉ＋ ） △1 15 △16 

前年度末資金残高 Ｎ 82 67 15 

本年度末資金残高（Ｍ＋Ｎ） 81 82 △1 

 

① 業務活動収支（日常の行政活動にかかる資金収支）  

ア 「業務支出」は、「業務費用支出」と「移転費用支出」から構成されます。 

 ・「業務費用支出」は、人件費、物件費及び支払利息に係る支出などから構成されます。 

 ・「移転費用支出」は、補助金、社会保障給付及び他会計への繰出しに係る支出などか

ら構成されます。 

イ 「業務収入」は、税収等の収入、国県等補助金収入、使用料及び手数料収入などから

構成されます。国県等補助金収入は、国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した

収入をいいます。 

  ウ 「臨時支出」は、災害復旧事業費に係る支出などで構成されます。 

 

日常の行政活動の収支にあたる「業務活動収支」は、前年度に比べ40億円減少しま

した。次に、投資等の収支にあたる「投資活動収支」は、前年度に比べ普通建設事業

費が増加したことなどにより６億円増加しました。また、「財務活動収支」は、前年

度に比べ地方債の発行額が増加したことなどにより18億円増加しました。 

その結果、本年度資金残高は81億円で、前年度末より1億円減少しました。 
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② 投資活動収支（投資、出資、基金の積立等にかかる資金収支）  

  ア 「投資活動支出」は、「公共施設等整備費支出」、「基金積立金支出」、「投資及び

出資金支出」などから構成されます。 

   ・「公共施設等整備費支出」は、有形固定資産等の形成に係る支出をいいます。 

 

イ 「投資活動収入」は、「国県等補助金収入」、「基金取崩収入」、「貸付金元金回収

収入」などから構成されます。国県等補助金収入は、国県等補助金のうち、投資活動支

出の財源に充当した収入をいいます。 

 

③ 財務活動収支（地方債の発行、償還等にかかる資金収支）  

  ア 「財務活動支出」は、地方債に係る元本償還などの支出をいいます。 

イ 「財務活動収入」は、地方債発行による収入などをいいます。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-18-



 

Ⅳ．今後の対応・取組  

 令和元年度の財務書類４表から読み取れる、平成30年度からの改善点や市の抱えている

課題や、それらの対応・取組の内容をまとめました。 

 

（１）貸借対照表より 

 ① 平成30年度決算と比較して改善した点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改善点】 

滞納状態となっている市税等、未収債権の縮減 

・投資等「長期延滞債権（回収不能見込額を控除）」が 14.9 億円（H30 年度

18.2 億円）、流動資産「未収金」が 9.5 億円（H29 年度 10.3 億円）となり、 

合計で 24.4 億円（平成 30 年度 28.5 億円）になった。 

 

【対応・取組】 

・市債発行額の抑制、発行時期の平準化や償還期間の多様化 

・臨時財源対策債（臨財債）を除いた市債残高 

H30 年度：4,706 億円のうち臨財債 1,986 億円 → 2,720 億円（臨財債を除く） 

R1 年度：4,771 億円のうち臨財債 2,083 億円 → 2,688 億円（臨財債を除く） 

 

【課題】 

地方債残高が増加している 

・臨時財政対策債の発行などにより地方債残高が増加し、4,771 億円となった 

（H30 年度 4,706 億円） 

（固定負債「地方債」4,277 億円＋流動負債「１年内償還予定地方債」494 億円

＝4,771 億円） 

【取組内容】 

・債権管理に関する体制の整備 

 

・市税等の徴収強化 

   市税滞納額        国民健康保険料（税） 

H30 年度 15.8 億円    H30 年度 25.6 億円 

R1 年度  6.7 億円    R1 年度 11.1 億円 
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（２）行政コスト計算書より 

 ① 課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対応・取組み】 

・アセットマネジメントの推進 

・行財政改革の取組 など 

 

【対応・取組み】 

・雇用拡大、就労促進 

・保健予防、健康づくり など 

 

【課題１】 

移転支出的なコストが増加している 

・「社会保障給付」が私立こども園等に対する給付費等の扶助費の増加などにより

668 億円となった 

（H30 年度 622 億円） 

【課題２】 

物にかかるコストが増加している 

・「物件費」が減価償却費や施設の維持管理経費等の増加により、434 億円となっ

た。（H30 年度 369 億円） 
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Ⅴ．その他資料　 【様式第1号】

自治体名：静岡市

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,794,093,776   固定負債 499,701,835

    有形固定資産 1,686,023,403     地方債 427,668,717

      事業用資産 685,284,499     長期未払金 2,247

        土地 484,258,261     退職手当引当金 59,087,495

        立木竹 8,553,907     損失補償等引当金 1,925,397

        建物 450,546,426     その他 11,017,979

        建物減価償却累計額 △ 276,714,048   流動負債 58,761,873

        工作物 41,159,163     １年内償還予定地方債 49,436,562

        工作物減価償却累計額 △ 23,068,442     未払金 80,425

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 119,066     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 △ 28,547     賞与等引当金 5,850,817

        航空機 1,237,232     預り金 1,926,591

        航空機減価償却累計額 △ 1,222,863     その他 1,467,476

        その他 10,843 負債合計 558,463,707

        その他減価償却累計額 △ 630 【純資産の部】

        建設仮勘定 434,131   固定資産等形成分 1,810,713,847

      インフラ資産 992,125,690   余剰分（不足分） △ 547,472,993

        土地 745,754,201

        建物 16,758,348

        建物減価償却累計額 △ 9,003,626

        工作物 805,082,081

        工作物減価償却累計額 △ 570,469,663

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 4,004,350

      物品 31,873,040

      物品減価償却累計額 △ 23,259,826

    無形固定資産 5,373,552

      ソフトウェア 326,372

      その他 5,047,180

    投資その他の資産 102,696,821

      投資及び出資金 40,818,160

        有価証券 207,912

        出資金 13,782,154

        その他 26,828,094

      投資損失引当金 △ 3,667,012

      長期延滞債権 1,628,447

      長期貸付金 10,487,282

      基金 53,569,703

        減債基金 30,643,714

        その他 22,925,988

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 139,759

  流動資産 27,610,786

    現金預金 10,042,054

    未収金 1,056,343

    短期貸付金 1,244,034

    基金 15,376,038

      財政調整基金 8,599,388

      減債基金 6,776,650

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 107,682 純資産合計 1,263,240,854

資産合計 1,821,704,561 負債及び純資産合計 1,821,704,561

１．貸借対照表
（令和2年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：静岡市

会計：一般会計等 （単位：千円）

２．行政コスト計算書
自　平成31年4月1日

至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 277,053,530

    業務費用 156,733,701

      人件費 75,440,027

        職員給与費 59,841,045

        賞与等引当金繰入額 5,850,817

        退職手当引当金繰入額 4,899,851

        その他 4,848,314

      物件費等 76,606,090

        物件費 43,368,223

        維持補修費 6,019,951

        減価償却費 27,217,916

        その他 -

      その他の業務費用 4,687,584

        支払利息 3,160,420

        徴収不能引当金繰入額 173,852

        その他 1,353,312

    移転費用 120,319,829

      補助金等 35,584,892

      社会保障給付 66,815,460

      他会計への繰出金 17,097,815

      その他 821,662

  経常収益 16,521,931

    使用料及び手数料 8,439,436

    その他 8,082,495

純経常行政コスト 260,531,599

  臨時損失 1,622,229

    災害復旧事業費 1,291,730

    資産除売却損 141,947

    投資損失引当金繰入額 137,319

    損失補償等引当金繰入額 3,417

    その他 -

純行政コスト 261,968,820

    その他 47,816

  臨時利益 185,008

    資産売却益 185,008
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【様式第3号】

自治体名：静岡市

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 1,228,232,395 1,765,287,625 △ 537,055,230

  純行政コスト（△） △ 261,968,820 △ 261,968,820

  財源 255,808,384 255,808,384

    税収等 187,340,466 187,340,466

    国県等補助金 68,467,918 68,467,918

  本年度差額 △ 6,160,436 △ 6,160,436

  固定資産等の変動（内部変動） △ 1,877,151 1,877,151

    有形固定資産等の増加 24,197,023 △ 24,197,023

    有形固定資産等の減少 △ 27,472,014 27,472,014

    貸付金・基金等の増加 14,581,630 △ 14,581,630

    貸付金・基金等の減少 △ 13,183,790 13,183,790

  資産評価差額 △ 949,693 △ 949,693

  無償所管換等 47,902,019 47,902,019

  その他 △ 5,783,431 351,046 △ 6,134,477

  本年度純資産変動額 35,008,459 45,426,222 △ 10,417,763

本年度末純資産残高 1,263,240,854 1,810,713,847 △ 547,472,993

３．純資産変動計算書
自　平成31年4月1日

至　令和2年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：静岡市

会計：一般会計等 （単位：千円）

４．資金収支計算書
自　平成31年4月1日

至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 251,229,794

    業務費用支出 130,909,965

      人件費支出 77,320,356

      物件費等支出 49,086,279

      支払利息支出 3,160,420

      その他の支出 1,342,910

    移転費用支出 120,319,829

      補助金等支出 35,584,892

      社会保障給付支出 66,815,460

      他会計への繰出支出 17,097,815

      その他の支出 821,662

  業務収入 263,800,225

    税収等収入 187,307,928

    国県等補助金収入 59,720,448

    使用料及び手数料収入 8,467,524

    その他の収入 8,304,325

  臨時支出 1,291,730

    災害復旧事業費支出 1,291,730

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 11,278,701

【投資活動収支】

  投資活動支出 37,094,259

    公共施設等整備費支出 23,543,022

    基金積立金支出 11,950,061

    投資及び出資金支出 789,000

    貸付金支出 812,176

    その他の支出 -

  投資活動収入 20,555,430

    国県等補助金収入 8,747,470

    基金取崩収入 10,557,404

    貸付金元金回収収入 1,246,643

    資産売却収入 3,913

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 16,538,829

【財務活動収支】

  財務活動支出 53,916,220

    地方債償還支出 52,522,858

    その他の支出 1,393,362

  財務活動収入 59,032,700

    地方債発行収入 59,032,700

前年度末歳計外現金残高 1,854,347

本年度歳計外現金増減額 72,244

本年度末歳計外現金残高 1,926,591

本年度末現金預金残高 10,042,054

    その他の収入 -

財務活動収支 5,116,480

本年度資金収支額 △ 143,648

前年度末資金残高 8,259,110

本年度末資金残高 8,115,462
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５．財務書類作成に係る会計等の範囲 

 ※「一般会計等（普通会計）」の範囲は、下記表のとおりです。 

 ※一般会計等の対象範囲のうち、静岡病院事業債管理事業特別会計の一部は、普通会計の対

象範囲には含まれません。 

 ※「静岡市の連結財務書類」は、下記表すべての会計及び団体を対象として作成します。 

区  分 会 計 名 

静 

岡 

市 

全 

体 

静 

岡 

市 

一般 

会計 

 一般会計 

特 

別 

会 

計 

一般会計等 

（普通会計） 

電気事業経営記念基金会計 

土地区画整理清算金会計 

母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 

公債管理事業会計 

静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 

公 

営 

事 

業 
会 
計 

公営企業会計 

病院事業会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

収益事業会計 競輪事業会計 

その他会計 

国民健康保険事業会計 

農業集落排水事業会計 

駐車場事業会計 

介護保険事業会計 

介護保険サービス会計 

中央卸売市場事業会計 

後期高齢者医療事業会計 

一部事務組合・広域連合 

共立蒲原総合病院組合 

静岡県後期高齢者医療広域連合 

静岡地方税滞納整理機構 

外 郭 団 体 

静岡市土地開発公社 

(公財)静岡市まちづくり公社 

(公財)静岡市文化振興財団 

(公財)静岡市体育協会 

(一財)静岡市動物園協会 

(財) 静岡市環境公社 

(公財)静岡市勤労者福祉サービスセンター 

(公財)静岡産業振興協会 

 (株)駿府楽市 

(社福)静岡市しみず社会福祉事業団 

(地独)静岡市立静岡病院 
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６．本市の財務書類作成経緯 

 

 

【平成 11年度決算 ～ 平成 19年度決算】 

「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」（平成 12 年 3 月旧自治省）

に基づく貸借対照表（バランスシート）を作成 

 

【平成 12年度決算 ～ 平成 19年度決算】 

同行政コスト計算書を作成 

 

【平成 20年度決算 ～ 平成 27年度決算】 

「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（平成 18 年 8 月総務省）によ

り、平成 21 年度までに地方公共団体の公会計の整備の推進に取り組むこととされたことを受

け、「総務省方式改訂モデル」による、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産

変動計算書」及び「資金収支計算書」の財務４表を作成 

 

【平成 28年度決算 ～ 】 

「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（平成 27 年１月総務省）により、「貸借対照

表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の財務４表を

作成 
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７．耐用年数表 

 

主な工作物の耐用年数表 

耐用年数 耐用年数省令における耐用年数 

主な分類 耐用年数 主な資産 耐用年数 

道路（林道・農道を含む） 50 
道路改良 
舗装道路（アスファルト敷） 
舗装道路（コンクリート敷） 

60 
10 
15 

治水 48 

河川 
ダム 
砂防 
流路工 

40 
80 
50 
40 

都市公園 - 
園路広場（アスファルト敷） 
植栽（緑化施設） 
管理施設 

10 
20 
50 

農業 - 

道路改良 
舗装道路（アスファルト敷） 
舗装道路（コンクリート敷） 
ダム 

60 
10 
15 
80 

治山 - 
治山ダム 
流路工 

50 
40 

漁業 - 岸壁、浅橋、堤防、防波堤 50 

港湾 - 

岸壁、浅橋、堤防、防波堤 
道路改良 
舗装道路（アスファルト敷） 
舗装道路（コンクリート敷） 

50 
60 
10 
15 

航空（空港） - 
滑走路等 
格納庫、荷扱所、送受信所、
停車場 

15 
38 

海岸 - 堤防、防波堤 50 
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主な建物の耐用年数表                             
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複式簿記・発生主義会計に基づく統一的な基準による財務書類から、市民の皆様

に広く使用されている事業や施設等に係る人件費や現金収支を伴わないコスト（減

価償却費など）等を含めた行政サービスのコスト情報を抽出し、市民一人当たりの

コストを算出するなどして、地方公会計を分かりやすく公開することを目的として

います。 

 

 

 「業務費用」、「移転費用」に分類して表示しています。 

業務費用は「人件費」、「物件費等」及び「その他業務費用」に分類して表示して

います。 

 

 
 

ア 人件費は、「職員給与費」、「その他」に分類して表示しています。 

①職員給与費は、一般職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用

を計上しています。 

②その他は、非常勤職員及び臨時職員に対して勤労の対価や報酬として支払わ

れる費用を計上しています。 

 

イ 物件費等は、「物件費」、「維持補修費」、「減価償却費」及び「その他」に

分類して表示しています。 

経常費用（A）

業務費用

職員給与費 ・・・　①

その他 ・・・　②

小 計

物件費 ・・・　③

維持補修費 ・・・　④

減価償却費 ・・・　⑤

その他 ・・・　⑥

小 計

移転費用

補助金等 ・・・　⑦

その他 ・・・　⑧

人

件

費

物

件

費

等

その他業務費用

ア

イ

ウ
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③物件費は、職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費的性質の経

費であって、資産計上されないものをいいます。 

④維持補修費は、資産の機能維持のために必要な修繕費等をいいます。 

⑤減価償却費は、一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担と

なる資産価値減少金額をいいます。 

⑥その他は、上記以外の物件費等をいいます。 
 

ウ その他の業務費用には建設に係る事業費及び地方債の利息を計上しています。 

 

 

移転費用は、「補助金等」及び「その他」に分類して表示します。 

 

⑦補助金等は、政策目的による補助金等をいいます。 

⑧その他は、上記以外の移転費用をいいます。 

 

経常収益は、収益の定義に該当するもののうち、毎会計年度、経常的に発生するも

のをいいます。経常収益は、「使用料及び手数料」及び「その他」に分類して表示し

ています。 

 

 

①使用料及び手数料は、地方公共団体がその活動として一定の財・サービスを

提供する場合に、当該財・サービスの対価として使用料・手数料の形態で徴収

する金銭をいいます。 

②その他は、上記以外の経常収益をいいます。 

「純経常行政コスト」は、地方公共団体の活動のために経常的に発生する人件費、

物件費、移転費用（補助金等）などの費用から、使用料、手数料等の受益者負担収益

を差し引いたものです。 

経常費用と経常収益の差額として算出しています。 

 「純経常行政コスト」の数値を、当該年度末時点の住民基本台帳人口（外国人を含

む）で除して算出しています。 
 

 

経常収益（B）

使用料及び手数料 ・・・　①

その他 ・・・　②
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単位 千円

経常費用（A） 2,005,036 経常収益（B） 47,544

業務費用 2,004,960 使用料及び手数料 40,004

職員給与費 81,642 その他 7,540

その他 9,211

小 計 90,853 純経常行政コスト（A－B） 1,957,492

物件費 1,495,278 ※経常的な費用から経常的な収益を除いた純経常行政コストは、国や県からの

維持補修費 137,835 �補助金や市税等の一般財源で補てんしています。

減価償却費 262,883

その他 - 市民一人当たりコスト���・・・ 2,811円

小 計 1,895,996

18,111

移転費用 76

補助金等 76

その他 -

�生涯学習施設は、市民の皆さんの日常生活に

最も身近な施設として、多様化・高度化する学

習ニーズに総合的に応えるため、いつでも誰で

も主体的に学習し活動できる場を提供していま

す。

 生涯学習施設には、生涯学習センターと生涯

学習交流館の２種類があり、それぞれの特性を

生かした運営を行っています。

人

件

費

物

件

費

等

※「純経常行政コスト」の数値を、令和2年3月31日現在の住民基本台帳人口

その他業務費用
 （外国人を含む）で除して算出しています。
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単位 千円

経常費用（A） 1,216,075 経常収益（B） 313,115

業務費用 1,215,479 使用料及び手数料 303,869

職員給与費 291,001 その他 9,246

その他 20,724

小 計 311,725 純経常行政コスト（A－B） 902,960

物件費 422,364 ※経常的な費用から経常的な収益を除いた純経常行政コストは、国や県からの

維持補修費 23,020 �補助金や市税等の一般財源で補てんしています。

減価償却費 429,512

その他 - 市民一人当たりコスト���・・・ 1,297円

小 計 874,896

28,858

移転費用 596

補助金等 471

その他 125

 景勝地日本平の麓にある動物園で、約150種

700点の動物を飼育・展示している市内有数の観

光施設です。動物関連のイベント開催のほか、

動物繁殖等の調査研究や命の大切さ等を学べる

教育・環境教育なども行っています。

※「純経常行政コスト」の数値を、令和2年3月31日現在の住民基本台帳人口

その他業務費用
 （外国人を含む）で除して算出しています。

人

件

費

物

件

費

等

【施設概要】 【年間入園者数】

入園料 一般【高校生以上】 620円 （500円） 年度 入園者数

小・中学生 150円 （120円） 令和元年度 509,539人

年間パスポート【一般】 2,510円 平成30年度 539,395人

年間パスポート【小・中学生】 610円 平成29年度 558,566人

※（　）は団体料金。有料入園者20人以上 平成28年度 581,183人

※未就学児無料 平成27年度 618,731人

※静岡市内の小・中学生及び静岡市内在住の70歳以上の方は証明書（原本）提示

で無料

※障害者手帳または療育手帳所持者は手帳原本提示で本人及び介助者１名無料

開園時間 9：00～16：30（最終入園16：00まで）

休園日 毎週月曜日　※祝休日の場合は翌平日

年末年始（12月29日～１月１日）

面積 約13ha

主な施設 レッサーパンダ館、ビジターセンター、猛獣館299、

ふれあい動物園、レストハウス、遊園地　ほか

駐車場 普通車約1,000台 620円/回

バス20台 1,570円/回

※令和元年10月1日現在

【「種の保存」への取り組み】

　日本動物園水族館協会では、野生

動物を次の世代に伝えていくため国内

で飼育されている希少動物の繁殖に
取り組んでいます。当園でも希少動物

等の繁殖に取り組んでおり、特に「レッ

サーパンダ」「オオアリクイ」の繁殖管

理を担っています。

-32-



単位 千円

経常費用（A） 1,513,195 経常収益（B） 35,012

業務費用 1,476,551 使用料及び手数料 66

職員給与費 404,168 その他 34,946

その他 398,011

小 計 802,179 純経常行政コスト（A－B） 1,478,183

物件費 445,716 ※経常的な費用から経常的な収益を除いた純経常行政コストは、国や県からの

維持補修費 37,285 �補助金や市税等の一般財源で補てんしています。

減価償却費 179,196

その他 - 市民一人当たりコスト���・・・ 2,123円

小 計 662,197

12,175

移転費用 36,644

補助金等 36,644

その他 -

�市民の暮らしや仕事、まちづくりに役立つ情

報を提供するために資料の予約・貸出し、読書

相談に応じることや、読書活動の推進に取り組

むなど、図書館に関する管理・運営を行ってい

ます。

 中央図書館ほか11館と移動図書館車で、市内

全域に身近な生涯学習施設としての図書館サー

ビスを提供しています。

※「純経常行政コスト」の数値を、令和2年3月31日現在の住民基本台帳人口

その他業務費用
 （外国人を含む）で除して算出しています。

人

件

費

物

件

費

等
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単位 千円

経常費用（A） 5,759,920 経常収益（B） 957

業務費用 5,728,072 使用料及び手数料 125

職員給与費 1,010,419 その他 832

その他 283,228

小 計 1,293,647 純経常行政コスト（A－B） 5,758,963

物件費 2,752,487 ※経常的な費用から経常的な収益を除いた純経常行政コストは、国や県からの

維持補修費 209,343 �補助金や市税等の一般財源で補てんしています。

減価償却費 1,420,125

その他 - 市民一人当たりコスト���・・・ 8,270円

小 計 4,381,955

52,470

移転費用 31,848

補助金等 20

その他 31,828

※「純経常行政コスト」の数値を、令和2年3月31日現在の住民基本台帳人口

 （外国人を含む）で除して算出しています。

人

件

費

物

件

費

等

その他業務費用

 日本一おいしい学校給食の提供を目指して、

静岡ならではの献立の研究や食育の充実、学校

給食施設の維持管理や整備を進めています。
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